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平成28年度 第 1回 愛知地方労働審議会議事録 

 

日時：平成28年 11月 7日（月）14：00～16：00 

場所： 桜華会館 4階 松の間 

     

発言者 発 言 内 容 
事務局  皆さん、こんにちは。 

 定刻となりましたので、ただいまから平成２８年度第１回愛知地方労働審議

会を開催いたします。 

 本日はお忙しい中、ご出席いただきましてまことにありがとうございます。

私は、当審議会の事務局を担当しております愛知労働局雇用環境・均等部企画

課の草野と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 議事に入ります前に、事務局のほうから、少しお時間をいただきましてご説

明を申し上げます。 

 まず、本日の出席状況でございますが、今日の配付の資料の中に委員の名簿

を添付いたしております。この名簿につきましては、公労使全委員のお名前を

記載しております。お手元にお配りしております座席表とあわせてご確認をい

ただきたいと思います。 

 名簿順に行きまして、本日、公益代表の和田委員、労働者代表の佐々木委員、

同じく三島委員、使用者代表の大参委員、以上４名の委員の方が、業務の都合

により欠席となっております。各代表委員の２名以上の出席をいただいており

ますので、この審議会の成立要件を満たしていることをここにご報告いたしま

す。 

 続きまして、委員の紹介でございますが、本年３月１４日に開催しました審

議会以後に、新たに１名の委員が就任をされております。以前から就任をいた

だいておる委員の方につきましては、お手元の委員名簿と座席表をもちまし

て、ご紹介にかえさせていただきたいと思います。 

 それでは、新たに委員に就任をされました、労働者代表であります愛知県教

員組合の豊嶋久美子委員をご紹介いたします。よろしくお願いします。 

豊嶋委員 失礼します。 

 皆さん、こんにちは。ただいまご紹介いただきました連合愛知副会長を務め

させていただいております愛知県教員組合の豊嶋久美子と申します。 

 本日は労働者代表ということで、女性の立場からしっかりと勉強していきた

いと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

事務局 ありがとうございました。 

 続きまして、本日お配りをさせていただきました資料の確認をお願いしたい

と思います。 
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 次第の下に、本日の配付資料が書かれております。それぞれ配付漏れがない

か、いま一度確認をお願いしたいと思います。 

 なお、次第の中に、今日は載っておりませんが、１枚、８月２２日に愛知県

との間で雇用対策協定を結びました。その協定書の写しが１部添付されており

ます。もし漏れ等がございましたら、事務局のほうにおっしゃっていただけれ

ば、またお持ちしたいと思います。よろしいでしょうか。 

 続きまして、議事録、発言者の公開についてでございます。 

 本審議会の内容につきましては、議事録を作成して、後日、愛知労働局ホー

ムページのほうに公開をさせていただきます。その中で発言者のお名前も公開

をさせていただきますので、ご了解をいただきたいと思います。 

 なお、ご発言につきましては、議事録の作成の関係上、係の者がマイクを席

までお持ちいたしますので、お手数でもマイクを通してご発言いただきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、審議会の公開、傍聴人でございます。 

 本日の審議会の開催につきましては、事前に公示を行っております。本日の

傍聴は１名となっておりますので、ここにご報告をいたします。 

 事務局からの説明は以上となります。 

 それでは、ただいまからの次第に沿いまして、審議会の開催に当たり、木暮

労働局長よりご挨拶を申し上げます。 

 木暮局長、よろしくお願いいたします。 

木暮 
愛知労働局長 

木暮でございます。こんにちは。 

 皆様、お忙しい中、お集まりをいただきありがとうございます。私が６月に

就任して初めての審議会でございます。日ごろから多くの皆様方には、以前か

ら大変お世話になってきているとお聞きしております。よろしくお願いいたし

ます。 

 私からはそんなに中身をご説明するということはなくて、後ほど事務局から

ご説明をいたしますけど、今日の議事につきましては、今年度の行政の進捗状

況、上半期の進捗状況をご報告申し上げて、ご審議いただくということでござ

います。 

 今現在、政府におきましては、働き方改革ということでいろいろな動きがご

ざいまして、働き方改革というものの中身も非常に膨らんできております。私

どもの行政運営方針は、そういう動きの途中といいますか、前につくられたも

のでございますので、それはそれといたしまして、若干、私から働き方改革に

ついてお話を申し上げたいと思います。 

 私ども、何年か前から働き方改革として取り組んできたのは、長時間労働の

是正と年休の問題ということでございまして、「愛知の働き方改革」というチ

ラシを、皆様、見たことがあると思いますけれども、この２つを中心にやって
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まいりました。 

 その後、働き方改革の議論が進展しまして、そういう労働時間の問題に加え

て、女性活躍の問題、さらに高齢者の雇用の問題というこの３つ、これが計画

上閣議決定をされて、働き方改革が進められたという時期がございました。 

 しかしながら、今、皆様ご承知のように、今年の９月２７日に働き方改革実

現会議で９項目というものが示されまして、最初が同一労働同一賃金など非正

規雇用の処遇改善。２番目で賃金引き上げと労働生産性の向上。３番目が時間

外労働の上限規制のあり方など長時間労働の是正ということで、この３番目が

従来からやってきたという内容でございます。４番目は、雇用吸収力の高い産

業への転職・再就職支援、人材育成、格差を固定化させない教育の問題という

ことで、労働行政を超えた教育の問題まで入っているということでございま

す。５番目は、テレワーク、副業、兼業といった柔軟な働き方。６番目に働き

方に中立的な社会保障制度、税制など女性、若者が活躍しやすい環境整備とい

うことで、ここも税制などの厚生労働省を越えたような話も入っているという

ことでございます。７番目に高齢者の就業促進。８番目に病気の治療、そして

子育て、介護と仕事の両立。９番目に外国人材の受け入れの問題ということに

なっております。 

 このように、働き方改革の問題は、労働行政の枠をもう既に越えて議論がな

されているという状況でございまして、来年度に向けていろいろな動きがあろ

うかと思いますけれども、ただ、労働行政として今まで課題として捉えたこと

については、別に方向性が間違っているというふうに私どもは認識しているわ

けではございませんので、皆様、そういうことでございますので、この上半期

の行政運営方針にのっとった行政につきましてチェックをしていただく中で、

働き方改革についても、我々はつなげていきたいというふうに考えておりま

す。 

 雇用情勢でございますけど、愛知県内の９月の有効求人倍率１.６３倍とい

うことで、大変な人材確保難ということでございます。こういう中で、愛知の

製造業、日本一の状況を続けておりますけれども、８月２２日に締結しました

県との雇用対策協定においては、やはり県の外から人材を連れてこないといけ

ない状況であるということで、Ｕターンなどの点につきましても、重点的に取

り組んでいくということにしております。 

 私ども、東京労働局などと話をしながら進めておりますので、今後とも、来

年度、再来年度に向けても、そういった取り組みを推し進めていきたいという

ふうに考えているところでもございます。 

 また後ほど話があると思いますけれども、女性活躍推進につきましては、女

性活躍推進法に基づく計画の提出、１００％をおかげさまで達成いたしまし

た。とりあえず、法律の施行ということでは形は整ったわけでございますけれ
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ども、中身はこれからでございますので、引き続き女性活躍についても努力し

てまいりたいと思います。 

 また、長時間労働の問題につきましては、今月が過重労働解消キャンペーン

期間ということでございまして、昨日、全国一斉無料相談ダイヤルを実施する

など、かなり重点的な取り組みを実施しているところでございます。私どもが

監督署の一線におきます監督指導についても強化をしてまいりたいというふ

うに考えております。 

 以上、雑駁になりましたけれども、私からの冒頭の挨拶はこのぐらいにさせ

ていただいて、ぜひ本日は活発な議論をお願いいたします。よろしくお願いし

ます。 

事務局 ありがとうございました。 

 それでは、議事の進行に移りたいと思います。 

 地方労働審議会令第５条第２項に基づき、那須会長に議事を取り進めていた

だきます。それでは那須会長、よろしくお願い申し上げます。 

那須会長 皆さん、こんにちは。那須です。今日はお忙しいところ、ほんとうにありが

とうございました。 

 考えてみますと、もう今年も２カ月弱になってしまいました。最近のいろい

ろな話題を聞いていますと、今、局長さんのご挨拶にもありましたように、働

き方改革ということを何とかしていかなければいけないということは痛切に

感ずるところです。 

 振り返ってみますと、過労死の問題というのは、多分約３０年ぐらい前から

出てきた言葉だと思います。当時は、内科のお医者さんは過労死なんていう診

断名はないとおっしゃっていたんですけれども、今やその過労死がほんとうに

労働衛生の大きな問題になってくる、あるいは日本を揺るがす大きな問題にな

っている、こういうふうになるとは、私も夢には思いませんでした。この辺で

ほんとうに力を入れていかなければいけない問題であるというふうに痛切に

感じております。 

 長いこと、私は労働衛生分野に籍を置いていろいろ仕事をしてきましたけれ

ども、２０世紀は化学物質の問題が非常に多かったんですけど、２１世紀に入

りますと、化学物質の問題がちょっと下火になってきたところで、またこうい

う大きな問題がクローズアップされてきたので、私たちも一丸となって労働衛

生行政のほうに、微力ではありますが、力を注ぎたいというふうに考えており

ます。どうぞ皆さん、よろしくお願いします。 

 早速ではございますが、議題に入りたいと思います。 

 まず最初に、議事録の作成及び署名についてですが、愛知地方労働審議会運

営規程第６条第１項に、審議会の議事については議事録を作成し、議事録には

会長及び会長の指名した委員２人が署名するものとされております。署名委員
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を指名させていただきたいと思います。労働者代表から持田委員、使用者代表

から柴田委員のお二人にお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いしま

す。 

 それでは、議題に移りたいと思います。 

 本年度より、説明については、パワーポイントで作成した資料を使用させて

いただくこととしました。資料に沿って説明者がその都度入れかわりますこと

をあらかじめご了承いただきたいと思います。 

 それでは、議題１、平成２８年度上半期の愛知労働局における労働行政運営

状況についてご審議いただきます。 

 まず最初に、労働局から説明をお願いすることとします。ご意見、ご質問に

つきましては、一通り説明が終了した後、審議に入りたいと思いますので、皆

さん、どうぞよろしくお願いします。 

 では、議題１について説明をお願いします。 

 なお、説明者は着席したまま、簡潔にお願いします。 

竹内総務部長 総務部長の竹内でございます。よろしくお願いいたします。 

 私のほうから、今、お話のありましたパワーポイントのほうは資料２にまと

めてございます。その前段としまして、資料１に、印刷物で「Ｐｒｏｆｉｌｅ 

２０１６」というものをお配りしてございます。 

 こちらのほうに基本方針と、それから愛知の労働を取り巻く情勢、課題のよ

うなもの、これをまとめたもの、また、昨年度末にご審議いただきました資料

の中にも行政運営方針という、こちらは文字だけのものになっていますが、２

８年度行政運営方針をお配りしております。これの概要をこの印刷物、資料１

のほうにまとめてございます。これを用いまして、簡単に概要を説明させてい

ただきたいと思います。 

 その後に、各担当部長から資料２のパワーポイント資料に基づきまして、重

点対策の上半期の取り組み、実績、そして、下半期に向けた取り組みについて、

さらに、重点対策以外の各行政別の具体的対策、これについて説明をさせてい

ただきたいと思っております。 

 では、プロフィールの２ページをまずごらんいただければと思います。 

 基本方針でございますが、既にご案内のとおりでございますけれども、愛知

労働局では平成２８年４月に組織の見直しを行いまして、新たに雇用環境・均

等部を設置いたしております。 

 ２ページ中段にございますように、労働局では新たな雇用環境・均等行政を

含めて４行政を遂行しておりますが、それぞれの行政施策につきまして、重な

る面やら多々ございます。これまで以上にこれら４行政間が連携を図って業務

を推進していくことが私たちに課せられた使命だというふうに認識してござ

います。 
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 続きまして、右のページ、３ページに参りますと、愛知の労働を取り巻く情

勢でございます。 

 まず、雇用情勢でございます。これ以降のデータにつきましては、２７年度

ベースになってございますので、最新データにつきましては、必要に応じて各

部長から後で触れるようにしたいと思います。 

 まず、雇用情勢でございますが、有効求人倍率につきましては、２６年９月

以降、前年同月を下回り、減少基調でございましたが、昨年１２月に１６年ぶ

りに前年同月を上回りまして、平成２８年１月まで前年同月比を上回り、堅調

に推移しているというグラフでございます。 

 有効求職者数につきましては、平成２５年５月から減少に転じまして、２８

年１月まで連続で前年同月比を下回って、減少基調が続いているという状況で

ございます。 

 これらの求人、求職の推移につきましては、本年９月末現在の数値におきま

しても、連続して同様の傾向にあるという状況でございます。 

 続きまして、４ページでございますが、職業別の求人、求職のバランスでご

ざいます。 

 近年の状況は変わってございません。事務職が低倍率となっている反面、慢

性的な人手不足が続いている介護関連職種や建設・採掘職種が高倍率となって

ございまして、人材の確保等、育成が急務となっているのが現状でございます。 

 下に参りまして、女性の活躍推進をめぐる現状でございます。 

 愛知県の就業状況を見ますと、全国平均と比べて子育て期の女性の就業率が

低く、下段の有業率ラインのとおり、全国よりもＭ字カーブの底が深いと、女

性管理職のいる企業割合は高いものの、管理職に占める女性の割合が低いとい

ったことが本県の特徴とされてございます。 

 ５ページに参りますが、平成２７年度の男女雇用機会均等法関係の相談の状

況でございます。合計で１,２０９件ございましたが、内訳を見てみますと、

図のとおり、セクハラが４４％と多く、次いで、母性健康管理が１９.６％と

なっている状況でございます。 

 続いて、６ページまで参りますが、項目の３、非正規雇用労働者・若者の雇

用状況でございます。 

 非正規雇用労働者につきましては、平成１９年は１１７万人でございました

が、平成２４年は１２５万人となりまして、８万人ほど増加をしてございます。

非正規雇用労働者が増加の一途をたどる原因としましては、リーマン・ショッ

ク後、円高等を背景にして、生産拠点を海外にシフトさせたということや、人

件費等の削減を推し進めたことが挙げられてございます。 

 また、非正規による不安定雇用とか、低賃金、セーフティーネットが不十分

等の課題によりまして未婚者が多く、結果として少子化にもつながっていると
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いう状況が見られると。下の図の１０のほうを見ましても、２０から３４歳の

男性の正規雇用労働者と非正規雇用労働者の未婚率、ここに２４.６％の開き

が見られるというところでございます。 

 次に、７ページ、項目４の障害者・高齢者の雇用状況でございます。 

 まず、障害者の状況でございますが、愛知県の障害者の雇用状況につきまし

ては、２７年の６月１日現在で、雇用障害者数は約２万８,０００人となって

おりまして、１３年連続で過去最高値を更新しており、堅調に推移していると

いう状況。一方で、実雇用率が１.８１％で、一般企業の法定雇用率の２％を

下回っておりまして、法定雇用率達成企業の割合も４５.４％と、半数に至っ

ていない状況でございます。 

 続いて、８ページ中段、５番、労働時間の現状でございます。 

 県内の事業場で働く労働者の所定外労働時間でございますが、平成２０年の

リーマン・ショックを境にいたしまして、製造業を中心に所定外労働時間数が

全国平均の減少幅よりも大きく減少したものの、平成２２年以降、全国平均よ

りも２０時間以上多い時間数で推移しているというのが現状となってござい

ます。 

 ９ページに移りますが、年次有給休暇でございます。全国的には５０％を下

回る取得率で推移しております。残念ながら、愛知県の場合は、全国の取得率

以下の状況となっております。 

 続いて、６番の労働災害の現状でございます。労働災害による死亡災害につ

きましては、２７年計で４８件と過去最低記録となってございます。死傷災害

については、見てのとおりの状況でございます。 

 次に、１０ページでございますが、愛知労働局の最重点対策でございます。 

 本年度は、ここにございますとおり、全員参加の社会の実現加速、これを１

番目の柱と、２番目の柱として、公正、適正で納得し、安心して働くことので

きる環境整備を挙げてございます。３番目の柱としまして、地方自治体と一体

となった雇用対策の推進としてございます。 

 具体的には、１１ページから各大項目の内訳として、全員参加の社会の実現

加速では、１番目として正社員転換・待遇改善の推進、２番目として若者の活

躍推進、３番目としては、１３ページまで参りますが、働き方改革の実現、４

番目として女性の活躍推進と、１４ページのところで、５番目で障害者・高齢

者等の活躍推進としてございます。 

 大きい２番目の公正、適正で納得し、安心して働くことのできる環境整備で

は、１番、長時間労働等削減対策、２番として職場におけるメンタルヘルス対

策、３番目、重篤な労働災害防止対策、４番目、化学物質による健康障害防止

対策と、５番目、労働者派遣事業対策としてございます。 

 ３番目の大項目、地方自治体と一体となった雇用対策の推進としましては、
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１番目として、地方自治体とハローワークの協定に基づく一体的実施の推進、

２番目として、生活保護受給者等就労自立促進事業の推進、３番、公共職業訓

練・求職者支援訓練を活用した就職支援、４番目として、福祉分野における人

材確保対策の推進という大項目内訳となってございます。 

 それ以降、１８ページ以降が、各行政分野ごとの個別対策ということになっ

てございます。 

 それでは、私は項目のみご紹介させていただきましたが、この後、各部長か

ら資料２のパワポ資料に基づきまして、重点対策の上半期の取り組み、実績、

そして、下半期に向けた取り組みについて、さらに、各行政別の具体的対策に

ついてご説明をさせていただきます。 

 私からは以上でございます。 

澤口 
職業安定部長 

それでは続きまして、資料２に沿いまして、各取り組み状況、個別の状況に

ついてご説明をさせていただきたいと思います。職業安定部長の澤口と申しま

す。よろしくお願いいたします。 

 各項目、担当部長、それぞれ説明が入れかわりになりますけれども、よろし

くお願いしたいというふうに思います。 

 それでは、資料２の４ページ目からでございます。 

 大項目の全員参加の社会の実現加速のところからでありますけれども、ま

ず、正社員転換・待遇改善の推進ということでございます。本年３月に、労働

局として正社員転換・待遇改善実現プランというのを策定いたしましたけれど

も、その取り組み状況等でございます。 

 右側に上半期の取り組み、実績ということで書いてございますけれども、特

に９月、１０月を強化月間ということにしまして、県内の事業主団体、また、

県内の企業に訪問いたしまして、こうした正社員転換・待遇改善の働きかけ等

を行ったところでございます。 

 また、就職支援の一環として、ここに書いていますように、就職面接会等の

開催を行ったということでございます。 

 また、下半分のところにプランの実績の状況ということで、右側に９月末時

点の実績を書いてございます。正社員就職・正社員転換数ということが、９月

末で約１万９,０００弱と。それから、正社員求人数の確保ということでは、

１０万人強ほど確保してございます。また、幹部職員等による事業場等の訪問

件数ということでは１,００１件ということで、それなりに順調に取り組みを

進めているところでございます。 

 こうしたことを踏まえまして、下半期の取り組みということで、５ページ目

のところでございます。 

 上半分はまた、今、行政運営方針の中でも出てきたデータでありますのでご

参照いただければと思いますが、下半期の取り組みということでは、今申し上
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げたように、正社員を限定とした就職面接会の開催をはじめとして、就職支援

を頑張っていくということでありますし、事業主向けには、ここに書いていま

すようなセミナーを通じて、正社員転換、待遇改善等の取り組みの促進を図る

ということであります。また、早目に正社員になって働くという意識を持って

いただくということで、大学生向けのセミナー等も開催をして取り組んでいき

たいというふうに思います。 

 それから、６ページ目でございます。若者の活躍推進でございます。 

 上半期の状況といたしましては、まず、新規学卒の就職環境の状況を書いて

ございます。高卒者につきましては、求人数、また、ここに書いてあります求

人倍率ともに上昇傾向ということで、雇用情勢の改善に伴って、求人状況、高

卒のほうもよくなっているということでありますけれども、これに伴いまし

て、就職内定率、９月１６日から高校生については採用選考が始まっておりま

すけれども、７３.７％ということで、過去最高の内定率というような状況に

なってございます。また、大卒等についても同様に求人が増えていると、こう

いった傾向でございます。 

 また、ジョブサポーターによる支援、それからユースエール認定企業、若者

応援宣言企業数については、ここに掲げているとおりの数ということでござい

ます。 

 また、下半期に向けた取り組みということで、一番下に書いてございます。

学校と連携をして取り組んでいくことが重要だということで、労働法セミナー

を通じて労働の基本的なルールをわかってもらって、トラブルの未然防止を図

るということもそうですし、今申し上げた若者応援宣言企業、ユースエール認

定企業などを通じて、企業の採用支援をしていく。また、学卒者の企業説明会

と、書いてはございませんけれども、当然ながら個別支援等も行いながら、し

っかりと就職支援をしていきたいというふうに思っておるところでございま

す。 

安藤雇用環境・

均等部長 

 続きまして、働き方改革の実現でございます。 

 まず、働き方改革に向けた機運の醸成ということで、局長をはじめとします

労働局幹部が企業トップへの働きかけということで訪問要請を行っておりま

す。また、労使団体への協力要請、加えまして、地方公共団体、事業主団体へ

のリーフレットの配布、広報誌の掲載依頼による周知、広報を図るといったこ

と、加えまして、愛知のほうでは、働き方改革に向けた共同宣言という形で自

治体様にお声がけをさせていただいておるところでございます。それにつきま

しては、愛知県内全５４市町村のうち５１自治体という形になっております。 

 また、事業場を積極的に支援するという形で、先進的な取り組み事例をホー

ムページで広く紹介する。また、働き方・休み方改善コンサルタントによる啓

発指導、また、セミナーによる啓発指導、助成金の活用というものを働きかけ
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ておるところでございます。 

 それを踏まえまして、下半期では、引き続き企業トップへの働きかけ、また、

自治体、事業主団体への周知、広報、加えまして、先進的な取り組み事例の収

集、また、コンサルタントの啓発指導、セミナーによる啓発指導というのを図

っていくということにしております。 

 続きまして、８ページでございます。女性の活躍推進でございます。 

 冒頭、労働局長からも、届け出率が１００％になったということについてコ

メントがございました。ご承知かもしれませんが、女性活躍推進法、今年の４

月に施行されましたが、労働者３０１人以上の企業につきましては、行動計画

を策定していただき、届け出をしていただくということが義務づけられており

ます。ここの数字、９月末の数字でございますので９９.７％になっておりま

すけれども、無事、１０月に１００％を達成しております。 

 また、女性活躍推進法に基づきまして、認定企業という、女性の活躍が進ん

でいる企業を３段階に分けまして認定しておるという制度がございます。それ

を、ここにありますけど、えるぼしというような形で言っております。それに

つきましても、県内７企業という形になっております。 

 加えまして、マタハラ未然防止キャラバンというような形で特別相談窓口の

設置、来年の１月に改正されます改正育児・介護休業法等の説明会、加えまし

て、横に小さく、本日の資料でもパンフレットを実際つけておりますけれども、

市町村の母子健康手帳交付窓口で、男性の育児休業取得促進リーフレットを６

万枚配布しております。 

 これを踏まえまして、下半期といたしましては、えるぼし認定の取得促進を

図るとともに、今度は、義務づけをされていない３００人以下の努力義務企業

に対して好事例等の情報提供をするといったようなこと、また、改正されます

改正男女雇用機会均等法、育児・介護休業法の円滑な施行に向けて、周知徹底

を図ってまいりたいと思っております。 

澤口 
職業安定部長 

それから、続きまして、９ページ目でございます。障害者・高齢者等の活躍

促進でございます。 

 左側の下のグラフ、小さくて恐縮でありますけれども、２７年６月１日現在

の実雇用率が１.８０％ということでございますし、右側のところに、障害者

の求職者数、それから就職件数というのが書いてございます。 

 下のほうが上半期、今年度の実績でありますけれども、新規求職者数が５,

８８５件、就職件数が２,５５２件ということで、前年度から比べると、若干

ですが、減少しているような状況になっております。 

 また、次のページ、１０ページ目が高齢者雇用の状況でございます。 

 高齢者雇用確保措置の実施状況については、本年６月１日現在の状況を１０

月末に発表させていただきました。雇用確保措置を実施している企業の割合が
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９９.９％ということで、未実施企業にいたしますと、８社ということでござ

います。 

 それから、続きまして、その下の希望者全員が６５歳以上まで働ける企業の

状況ということで、希望者全員が６５歳以上まで働ける企業の割合が７３.

５％、また、７０歳以上まで働ける企業が２４.６％ということで、最新状況

でもいずれも上昇しているというような状況でございます。 

 こうしたことを踏まえまして、下半期に向けた取り組みということで、一番

下に書いてございます。障害者の雇用率達成ということでは、しっかり未達成

企業に指導していくということでありますし、地元の就労支援機関としっかり

と連携をして、一般雇用で働きたいという障害者の方を雇用に結びつけていく

ということで取り組んでいきたいというふうに思います。それから、上から４

点目のところに書いてございます高齢者でございますけれども、９９.９％と

いうことでありますので、もうこれは確実に１００％に持っていくということ

でありますし、一番下に書いてございますように、生涯現役社会ということで、

６５歳以上、６５歳を超えて働く部分についても企業を指導して、しっかりと

高齢者雇用を進めていくということで考えているところでございます。 

小城 
労働基準部長 

続きまして、１１ページでございます。 

 長時間労働削減対策でございますが、２８年度より月８０時間超えの時間

外・休日労働を行う事業場に対しましては、原則、全数監督を実施する方針と

いたしてございまして、お手元の右側、上段のほうでございますが、４月以降、

監督署に届けられました３６協定のうち、月８０時間超えの時間外労働を行う

ことができるとしているものが約５,０００件ありました。これにつきまして、

実体を把握したところ、約１,８００件で８０時間超えの実績があるというふ

うな状況になってございまして、これは、全数監督の対象といたしているとこ

ろでございます。 

 なお、中段のところのグラフでございますが、９月までの監督状況をお示し

いたしてございます。 

 統計上、１月からとってございますが、約４,０００件の監督を行ったもの

について、約１,０００件の労働時間違反があったというグラフとなってござ

いまして、棒グラフのほうは、これは送検をした案件でございまして、前年比

ほぼ倍増の状況となっているところでございます。 

 下半期に向けましては、引き続き全数監督を実施するとともに、１１月、過

重労働解消キャンペーンでございますので、先ほど話がありました無料電話相

談を昨日行ったところでございます。約９１件の相談が寄せられてございまし

て、その中にはタイムカード等の改ざん等の情報も寄せられてございますの

で、これらの情報についてはまた監督指導を実施することといたしてございま

す。 
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 また、先進的な取り組みをしている企業等への訪問による取り組み事例の周

知ですとか、あるいはシンポジウムの開催といったところについても、今後取

り組んでまいる予定でございます。 

 １２ページでございますが、メンタルヘルス対策の関係でございます。 

 昨年１２月から労働安全衛生法が改正になりまして、５０人以上の企業につ

いては義務づけをされてございます。特に、ストレスチェックを中心に実態把

握をさせていただいたところが、上段のところに記載させていただいてござい

ます。 

 昨年は１００人以上でありましたので、本年は５０人から９９人までの事業

場を対象として実施したところでございますが、メンタルヘルス対策に取り組

んでいる事業場は大体８割ございますが、３年間に１カ月以上休業もしくは退

職した労働者が３１％の事業場でいたというような状況になってございます。 

 また、ストレスチェック制度については、準備済みは８割ほどあるわけでご

ざいますが、直近９月の状況、報告を求めることになってございますが、これ

はまだ４００件ぐらいの今報告となってございまして、引き続き履行確保を注

視していかなければいけない状況となってございます。 

 ということで、下半期に向けましては、特に１２月以降、ストレスチェック

制度の履行確保が必要となってございますので、その監督指導を実施するとと

もに、その前段階といたしまして、具体的にストレスチェックの実施が明らか

でない事業場等については、文書、特例等、いろんな手法を組み合わせて対応

したいと思ってございます。 

 １３ページでございますが、労働災害防止対策でございます。 

 労働災害の発生状況につきましては、９月末現在は死亡災害が２２名で、前

年よりも９名減となっているものの、死傷災害につきましては４,０６９名と

前年より２件増というような状況で、減少傾向が見られない状況となってござ

いました。 

 詳細につきましては、ちょっと飛びますが、２７ページに表をつけさせてい

ただいてございまして、業種別には、特に小売業、社会福祉施設、飲食店とい

った第３次産業に関する災害が増加傾向にあるという状況でございます。これ

については、また後ほどご説明申し上げます。 

 １３ページに戻らせていただきまして、災害の発生防止ということで、特に

局では、愛知独自に論理的な安全衛生管理の考え方を周知いたしてございまし

て、これらの周知を進めているとともに、特に本年に入りまして、爆発災害等

が続発したというようなことで緊急対策をとってございます。 

 下半期に向けましては、特に、年末の安全衛生推進運動を実施することとい

たしてございます。あわせて、３つ目の、一番下のラインでございますけど、

安全衛生の労使専門家の方々にお集まりいただきまして、特に、転倒災害です
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とかメンタルヘルス対策の取り組みといったことについてまたご意見をいた

だいて、災害防止対策を講じる予定といたしてございます。 

 １４ページでございますが、化学物質の健康障害防止でございます。 

 化学物質につきましては、本年６月からリスクアセスメントが義務づけをさ

れてございます。そういった中で、特に周知と、それから履行確保の監督指導

等を実施いたしているところでございます。 

 特に中段の周知につきましては、これまで化学物質等を取り扱っている事業

場、約４,０００事業場ありますが、それらの事業場を対象といたして、集団

指導等を実施しておりまして、実績として１,５００件が今受けているという

状況でございます。 

 特に化学物質につきましては、労働者の方々が、化学物質を扱っているとそ

の有害性がわからないというのがあると困るということで、安全データシート

をまず確認していただこうというふうに周知をいたしておりますが、その前

に、化学物質のラベル表示がございますので、そういう危険有害性を示す表示

がある場合は必ず安全データシートを確認するようにということで、お手元に

ありますようなリーフレットを独自に作成して、周知をいたしているところで

ございます。 

 下半期につきましては、一番下にありますとおり、いろんな具体的なパン

フレットを独自に作成しまして、制度の理解、促進に努めているというところ

でございます。 
石黒需給調整 
事業部長 

続きまして、１５ページになります。 

 労働者派遣事業の対策についてでございますが、右のほうの表にございます

労働者派遣事業・職業紹介事業所数の推移というところでございますが、昨年

の９月、派遣法の改正によって、派遣事業の健全化というようなところから、

労働者派遣事業が全て許可制というふうになってきております。そういうとこ

ろで、派遣事業所数ですが、全体的に減少傾向ということになっております。 

 それから、集団指導、研修会等の開催の部分でございますが、本年度上半期

は合計５７回開催をさせていただき、参加のほうは約１,０００社ほどいただ

いているというところでございます。 

 行政処分の状況でございますが、４月から９月、改善命令を３社、それから

停止命令を２社に対して行っているというところでございます。 

 下半期に向けた取り組みというところでございますが、１０月から１２月に

需給調整事業指導監督強化期間というようなところで、派遣、請負の適正化に

向けた研修会の開催ですとか、監督署との共同による指導などを実施していく

というところとしております。 

澤口 
職業安定部長 

 では、続きまして、１６ページ目でございます。地方自治体と一体となった

雇用対策の推進ということでございます。 
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 上半期の取り組み、実績のところにございますけれども、愛知県雇用対策協

定ということで、各委員の皆様には個別にお時間をとってご説明させていただ

きましたけれども、８月２２日に協定を締結して、より一層連携をして、県と

一緒に雇用対策を実施していこうということで取り組んでいるところでござ

います。 

 また、２つ目の一体的実施施設というのがありますけれども、自治体の窓口

とハローワークの窓口を併設いたしまして、両者で一体的に支援をしていこう

という施設でございますけれども、県内２４カ所にこうした一体窓口を置いて

いるところでございます。実績としましては、就職件数にして１,９４１件と、

そんなような状況になってございます。 

 また、生活保護受給者の就労促進ということでは、支援対象者数３,５５５

人に対して就職が１,９８６ということでございます。 

 また、その下にありますように、訓練ということで我々が実施している求職

者支援訓練、また、県公職機構が実施している訓練というのがございますけれ

ども、訓練の２７年度の就職実績ということでは、この表に書いているとおり

でございます。 

 また、その下に今年度の受講状況というのが書いてございます。雇用情勢は

改善しておりますので、受講者数としては減少しているということであります

けれども、こうしたことも踏まえまして、下半期に向けた取り組みということ

で、県と連携して引き続き対策をしていくということでありますし、生活保護

受給者の方については、福祉事務所と自治体から支援対象者を送り込んでもら

うということも重要でありますので、こうしたことも含めて取り組んでいくと

いうことであります。 

 それから、下のほうが訓練でございますけれども、訓練協議会等において、

訓練機関と連携をしながら効果的な訓練をやっていこうということでありま

すし、雇用情勢がよくなって受講者が減っているということでありますが、こ

ういう訓練があるんだということを広く知ってもらうと、そういったところも

連携をして取り組んでいきたいというふうに思っているところでございます。 

 その後ろに雇用対策に基づく具体的な対策ということで概要を掲げてござ

いますが、またお時間のあるときにご参照いただければというふうに思ってお

りますので、よろしくお願いいたします。 

安藤雇用環境・

均等部長 

それでは、２０ページ目以降、２番目の愛知の労働行政の具体的な対策のほ

うに入ってまいりたいと思います。 

 ２１ページを開いていただきまして、雇用環境と男女の均等確保の整備、紛

争解決援助のための対策の①といたしまして、雇用の分野における男女の均等

な機会及び待遇の確保対策の推進ということで、男女雇用機会均等法に基づく

対策の内容を書いております。 
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 上半期の実績といたしましては、相談件数が５０４件という形になっており

ます。 

 下に書かせていただいておりますが、今回、前年度の平成２７年度と２８年

度の相談件数というのは接続しておりません。簡潔に申し上げますと、計上要

領が変更になりました関係上、接続していないということでございます。 

 それで、報告徴収の実施件数でございますけど、２４８件、相談指導件数は

３３７件、そのうち是正の割合は９９.２％という形になっております。 

 また、紛争解決援助の件数の状況でございますけれども、労働局長が行いま

す行政指導でございます援助の申立件数は３件、また、調停の申請件数は１件

という形になっております。 

 こうしたものを踏まえまして、引き続き厳格に法違反が疑われる事案につい

ては報告徴収、是正指導を行っていくということと、また、これは先ほども申

し上げましたけど、男女雇用機会均等法が改正されますので、その部分の周知

徹底というのを図ってまいりたいと思います。 

 続きまして、２２ページ、職業生活と家庭生活の両立支援対策の推進でござ

います。これは、育児・介護休業法の内容でございます。 

 相談件数でございますけれども、１,３１１件、報告徴収の件数２３１件、

その上で指導をした件数は２９３件という形になっております。現時点での是

正割合は８８.９％という状況になっておるところです。 

 また、労働局長によります行政指導の申立件数につきましては１件。 

 また、横にくるみんマークという形で書いてありますけれども、くるみんの

認定企業数は９月末で９５社、そのうち新規の認定は７社という状況でござい

ます。 

 横に両立支援関係の助成金の受理件数を書いております。一番今年特色的な

のが、介護支援取組助成金というのが１,９０６件という形で、かなり助成金

が出ておるところでございます。 

 こういったことを踏まえまして、先ほどの男女雇用機会均等法と同じでござ

いますけれども、法違反が疑われる事案については適正に対処していくという

こと。また、改正法の内容の周知徹底を図る。また、くるみん、プラチナくる

みん、これ、実はプラチナくるみん、まだ愛知県では一社も出ておりません。

ここにつきましては、徹底的な周知を図り、取得促進を図りたいと思っており

ます。 

 続きまして、２３ページ、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保等対

策の推進ということで、パートタイム労働法の内容でございます。 

 相談件数は１０４件、報告徴収は２３０件、その上で指導した件数が３３９

件という形で、現時点での是正割合は９７.３％という形になっております。 

 その上で、労働局長への行政指導の申し立てというのは、本県、まだ申し立



16 
  

てがないという状況でございます。 

 こうした状況を踏まえまして、適切に事業主に報告徴収、是正指導を行うと

いうのはほかの法律と一緒でございますけれども、また、加えまして、パート

タイム労働者につきましては好事例集を作成し、情報提供などをすることによ

り、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の取り組みを推進してまいりたいと

思います。 

 続きまして、２４ページでございます。 

 労使による勤務環境整備への支援対策ということで、具体的には４項目ござ

います。労働関係法令の周知、これは知って得する労働法という周知用のプレ

ートを私どもでつくっておりますが、それに基づいた周知。 

 また、特定分野、医療・介護・保育分野における勤務環境の改善に向けた取

り組みということで、各種それぞれ、協議会やセミナーの開催等を予定してお

ります。 

 また、３点目でございますが、労働契約に関するルールの周知啓発という形

で説明会を開催するだとか、また、助成金の利用勧奨だとか、また、広報誌だ

とか、そういったものについて上半期に取り組んでおるところでございます。 

 また、最後に４点目の柱でございますけど、職場のパワーハラスメントの予

防・解消でございます。この辺につきましても、後ほど触れますけれども、総

合労働相談等で適切に対応しておるというところでございます。 

 下半期でございますけれども、基本的にはこういった従前の取り組みを続け

ていくということに加えまして、１１月には保育所に対するワークショップを

開催するといったようなこと、労働契約法の無期転換ルールの周知、また、医

療勤務環境改善支援センターへの支援、ハラスメントの適切な相談対応をやっ

てまいりたいというふうに思っております。 

 続きまして、２５ページでございます。 

 ２５ページは、労働紛争解決援助制度の積極的な運用ということで、総合労

働相談コーナー、個別労働紛争解決促進法に基づきます実績等をお載せしてお

ります。 

 右側のグラフを見ていただきますと、上が相談件数、その上で民事の労働紛

争の相談件数という形になっておりますが、２７年度、２８年度両方とも上半

期で比較したところ、おおむね横ばいというような状況でございます。 

 横側の吹き出し、青地のところで、２８年度の上半期の総合労働相談の状況

などを書いております。ここでポイントになるのが、やはり２番目のところの

個別労働紛争相談の内訳のうち、トップがいじめ、嫌がらせという形になって

おるところでございます。 

 また、助言・指導受け付け件数とあっせんの受理件数につきましては、下の

ほうのグラフに書いております。という状況でございます。 
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 それを踏まえまして、下半期に向けた取り組みでございますけれども、引き

続き、総合労働相談コーナーに寄せられた労働相談に的確に対応をする。また、

制度の利用促進を図る。また、最近、個別労働紛争解決につきましては、県の

労働委員会などでもやっております。そういった関係機関、また、弁護士会さ

んだとかとの合同研修等を図り、相談員の資質の向上等を図ってまいりたいと

いうふうに考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

小城 
労働基準部長 

２６ページ、労働条件の確保と改善でございますが、これにつきましては、

全ての産業、事業場を対象といたしまして、私ども、監督指導という形で立入

指導をさせていただいてございます。 

 上期におきましては、約４,８００件ほどを実施いたしてございますが、そ

の中で、お手元のグラフをつけてございますが、特に長時間労働がよく見られ

る自動車運手者の事業場についての監督指導の状況でございます。それから、

技能実習生もいわゆる特定分野ということで、重点対象と取り組んでいる状況

をお示ししてございます。 

 とりわけ自動車運転者、あるいは技能実習生等につきましては、労働基準行

政のみで解決することはなかなか難しい課題も多くございますので、運輸機関

あるいは入管等関係機関との連携をいたしてございまして、緑色の３つ目のと

ころの関係機関との連携とあるところにありますとおり、愛知運輸支局等へ、

私ども、問題があった事業場については、通報するという取り組みをいたして

ございます。 

 運輸機関については２８件、入管に対しては３７件とございますが、直近で

は、運輸機関については４０件を今通報いたしているというような状況でござ

いまして、今後の取り組みにつきましては、監督指導等は実施するのは当然の

ことでございますが、とりわけ運輸関係機関、あるいは技能実習生の入管機関、

あるいは公正取引委員会等々と協力いたしまして、特に取引環境の改善などを

着眼点として、連携を図っていくことといたしております。 

 ２７ページでございますが、先ほどもちょっと触れましたけれども、安全確

保対策でございます。 

 災害防止への主な取り組みということで、中段に書いてございますけれど

も、まずは全事業場について論理的な安全衛生管理、いわゆるリスクアセスメ

ントを中心とした災害防止の取り組みを啓発しているところでございます。 

 また、第３次産業については、小売業者、社会福祉施設、飲食店につきまし

ては、お手元にありますとおりの取り組みをいたしてございまして、特に第３

次産業につきましては、転倒災害が全産業では２割であるところ、第３次産業

は３割以上を占めるというようなところで、非常に多く発生しているというよ

うなところにも着眼して、重点的な取り組みを進めることとしてございます。 
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 ２８ページでございますが、労働者の健康確保対策でございます。 

 熱中症の対策、あるいは石綿、粉じんの対策等々を進めてございますが、と

りわけ治療と職業生活の両立支援のガイドラインというのが本年２月に出さ

れたということもございまして、これについての、今、取り組みのための体制

整備を図っているところでございます。 

 今後におきましては、こういったような体制を早期に確立して、速やかなサ

ービスを提供したいと思ってございます。 

 ２９ページ、最低賃金でございますが、これにつきましては最低賃金審議会

におきましてご審議をいただきまして、地域別最低賃金は２５円の引き上げで

８４５円で、１０月１日に発効したところでございます。 

 また、特定最低賃金としまして、鉄鋼などの分野で７業種ございますけれど

も、これについても引き上げをご決定いただきまして、１２月１６日の発効を

目指すということで、特に、上げ幅が大きくございますので、まずは最低賃金

の額を周知するということを徹底したいということで、下半期におきまして

は、あらゆるルートを使いまして、特に学生も含めまして、その周知に努めた

いと思ってございます。 

 ３０ページでございますが、労災補償でございます。 

 労災補償につきましては、まずは、請求があれば速やかに支給をするという

のが当然の責務でございます。そういう中でも、特に医学的、専門的な判断を

要するような事案、あるいは過重労働事案といったようなものが見られます。

こういったものについても速やかにできるようにということで、少なくとも６

カ月以上未決にならないようにということで取り組んでございます。ただ、ど

うしても石綿、シックハウス症候群など、業務との因果関係について、医学的、

専門的判断を要する事案がございます。これについては１２件、９月末時点で

は６カ月を超えている事案が見られるところでございます。 

 今後につきましては、改めて言うまでもなく、速やかな調査等を実施いたし

まして、迅速な給付を図れるよう取り組んでいく所存としております。 

 ３１ページでございますが、これは労災隠しの案件でございまして、依然と

して労災隠しが後を絶たないという状況がございます。特に労災隠しにつきま

しては、適切な治療が受けられない、あるいは補償を受けられないというよう

なことがありますので、これについては排除を徹底しようということで取り組

みを進めてございますが、その中でも特に悪質なものについては送検をいたし

てございまして、お手元にございますとおり、平成２８年は、既に２７年と同

数程度の送検をいたしているところでございます。 

 今後につきましては、引き続き健康保険の保険者等とも連携いたしまして、

その排除に取り組んでいくところでございます。 
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澤口 
職業安定部長 

それでは、続きまして、３２ページ目でございます。雇用の安定と人材確保

対策という柱立てでございますが、まず、我々の第一線の現場、ハローワーク

の紹介業務の取り組み状況でございます。 

 上半期の取り組み、実績にありますように、就職件数が実績として、第１・

三半期の実績でございますけれども、２万２,６０７件、充足件数が２万３,８

３０ということで、達成率のところにもありますように、目標値との関係では、

もう少し頑張らないといけないということでございます。 

 そういう中で、下半期に向けた取り組みということで書いてございますよう

に、求職者担当者制と、こういったものも含めて、求職者一人一人によりきめ

細かく対応していこうということでありますし、局長の話にもありましたよう

に、人材確保ということで、県境をまたいで対応していかないといけないとい

うことも考えまして、こうした県境をまたいだような就職面接会の開催、また、

最後にありますように、ハローワークにおける好取り組み事例の横展開、こう

いったものを行いながらしっかりと実績を上げていきたいというふうに考え

ているところでございます。 

 それから、３３ページ目でございます。人材不足分野等の人材確保対策とい

うことでございます。 

 上半期の取り組み、実績のところにございますように、まず、福祉人材の人

材確保対策の一環として、福祉人材コーナーの拡充というのを行いました。ハ

ローワーク名古屋中、ハローワーク名古屋東、名古屋南所、これらに福祉人材

センターを設置して、福祉人材確保のマッチング、人材確保をやっていくとい

うことでございます。 

 また、その下には、就職フェア等のイベントの開催の状況も書いてございま

す。こういうイベントの中で、企業のほうから働く職場の現状であるとか、企

業から直接こういったことでやりがいがあるんだと、そういったＰＲをするよ

うな場を設けて、人材確保支援を行っているところでございます。 

 また、その下は、県のナースセンター、福祉人材センターと連携した巡回相

談等の状況も書かせていただいているところでございます。 

 下半期に向けた取り組みとしては、引き続きまして、面接会等の取り組みに

よって資格を持っている方の潜在求職者の掘り起こしと、こういったことも含

めまして取り組んでいくということでありますし、やはり企業のほうの魅力ア

ップ、雇用管理改善も重要だろうということで、雇用管理改善啓発セミナー、

また、こういった企業訪問等による取り組みをしていきたいということであり

ますし、建設人材の確保ということも重要になっているところでありまして、

一番最後にありますように、スペシャル合同企業説明会というような銘を打っ

てございますけれども、建設の仕事のＰＲであったり企業のＰＲができるよう

なイベントということで、今後考えているところでございます。 



20 
  

 それから、３４ページ目になりますけれども、地域雇用対策ということでご

ざいます。こちらは、審議会の都度ご報告を申し上げている実践型地域雇用創

造事業の状況でございます。こちらについては、新城、設楽町、東栄町等を中

心に地域の雇用創出に取り組んでいこうということで、こういった事業を実施

しているところでございます。 

 アウトプット指標の進捗状況ということでは、これはセミナー等にご参加を

いただいた会社数、それから求職者数の合計ということで数を掲げさせていた

だいておりますけれども、その下にアウトカムということで、この３カ年の事

業で、雇用創出目標１５０人という目標を掲げて取り組んでいるところでござ

います。 

 ９月末現在の状況としましては、１３５人の雇用創出数、このうち常用雇用

が１１４人ということになっておりまして、下半期に向けた取り組みに書かせ

ていただいているとおり、きちっと雇用創出目標が達成できるように引き続き

取り組んでいきたいということで思いますし、この事業が終了した後もしっか

りと地域の中で独自の力で雇用創出、産業振興、雇用機会の確保等ができるよ

うにということで、我々としても地元と連携をして、しっかり取り組んでいき

たいということで考えているところでございます。 

 それから、続きまして、３５ページ目の人材能力開発、キャリア形成等の取

り組みでございます。 

 こちらは職業訓練等の取り組みになりますけれども、上半期の取り組み、実

績といたしましては、一番上にありますように、愛知県、機構と、こうした訓

練実施主体である機関とも連携をしまして、情報共有を行いながら地域ニーズ

に合った訓練を進めていこうということで取り組んでいるところでございま

す。 

 また、こうした中で特徴的なこととして、その下の白丸の２つ目に書いてご

ざいますけれども、求職者支援訓練としては全国で初めてということで、航空

機生産技能者養成訓練というのを、この春、開設をしたところでございます。 

 また、２つ目、ジョブ・カード制度の推進でございます。 

 これについては、やはりジョブ・カード制度について広く知ってもらうとい

うのがまず一番の取り組みでございます。利用促進ということで取り組んでお

りますけれども、本年７月末のジョブ・カードの交付件数としては１,８９６

件ということで、前の年の同時期と比べますと大きく増加をしてございます。 

 こちらのジョブ・カード制度のつくり方として、ジョブ・カード制度総合サ

イトというのが昨年度からできまして、ご本人さんが直接サイトにアクセスを

して、ジョブ・カードが作成できると、こういった仕組みになりましたので、

こういったサイトの広報も含めてしっかりと周知、広報していきたいというこ

とで考えているところであります。 
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 下半期に向けた取り組みに掲げてございますように、訓練については、引き

続き効果的な訓練ができるように求人者ニーズ等を把握して取り組んでいく

ということでありますし、ジョブ・カードについては、今申し上げたように、

しっかりと利用促進に取り組んでいきたいということで考えているところで

ございます。 

石黒需給調整 
事業部長 

続きまして、３６ページになります。労働者派遣事業をはじめとする労働力

需給調整事業に係る対策というところでございます。 

 許可申請に当たっての厳格な審査、それから、派遣先、派遣元等に対しての

指導監督の実施というところでございますが、右のほうの表でございます、新

規許可・届け出件数の推移というところで、派遣事業の許可件数でございます

が、２７年度下半期５７件に比べ２８年度上半期は１０５件と、ほぼ倍増して

いる状況でございます。 

 それから、個別指導監督というところでございますが、２８年度上半期は、

労働者派遣事業は３６０件、それから、職業紹介事業は５３件の事業場に対し

て指導監督のほうを実施しております。 

 指導率が高いものというふうになっておりますが、相談等により情報提供を

いただいております。そのもののうち、信憑性の高い部分について、それをも

とに指導を行った結果、指導率が高いものというふうになっているところでご

ざいます。 

 下半期に向けた取り組みのところでございますが、許可申請に係る定期的な

説明会の開催のほか、関係事業主団体が開催する会議、研修会への講師派遣、

及びハローワークと連携をいたしました求職者向けのセミナーへ講師派遣を

積極的に行っていき、制度周知に努めてまいるところとしております。 

竹内総務部長 最後、３７ページになりますが、労災保険の給付、それから雇用保険の失業

給付、さらに、今るるご説明を申し上げた各種取り組みの財源とさせていただ

いております労働保険制度でございます。 

 この円滑、適正な運営につきまして、強制加入ではありますけれども、未加

入の部分もございます。こちらのほうの未手続事業の一掃対策と、さらに、労

働保険料の適正徴収というこの二本立てで取り組んでおります。 

 右側のグラフにありますとおり、上半期の実績でございますが、ここ５年ほ

ど、見てのとおりですけれども、愛知県内で約１６万事業場に加入いただいて

おります。 

 保険料としては、２,０００億強という予算規模になってございます。 

 下半期に向けた取り組みにつきましては、引き続き加入勧奨、加入促進に努

めていくということとともに、適正な申告、納付をいただくことと同時に、滞

納事業については、納付特例とともに、差し押さえを含めた厳しい滞納処分を

していきたいというふうに考えてございます。 



22 
  

 以上でございます。 

那須会長 ありがとうございました。膨大な資料、例年よりも、パワーポイント形式にし

ていただいて、非常にわかりやすくなったんじゃないかと思います。資料をあ

りがとうございました。 

 それでは、これから審議に入ります。 

 どうぞ、どなたからでも、どの報告からでも結構ですので、意見がありまし

たらお願いします。 

 どうぞ。 

今原委員  公益代表の今原でございます。質問ということで、一番先に書いてあるから

一番先に質問したのがいいかなと思って。 

 全員参加の社会の実現加速のくだりで教えていただきたいんですけれども、

この目標値、あるいは平成２８年度の目標、それから実績等がありますけれど

も、この実績というのは一体どうなのか、どういうふうに捉えられているのか

お聞きしたいんですけど。非常に厳しい状況であるとか、非常にそれなりに成

果があったとか。というのは、比較等をする数字がないものですから。 

 それと、私、見せていただいて、正社員就職件数が１万７,２１６人かな。

それに対して、キャリアアップの助成金による正社員転換が１,６０６人って。

これは目標に対して非常に近い数字で、単純に考えると、目標の半分が一応は

めどなのかなという気がしていますけれども、全体的にいうと正社員就職件数

は厳しいのかなという気がして。もしそうであるなら、これはやっぱり景気の

問題なんですか。その辺のところも分析を教えていただきたいんですけれど

も、よろしくお願いします。 

 それと、言い忘れました。この訪問件数は非常にたくさんやっていただいて

いまして、その辺のことはよくやっていただいていると思いますけれども、そ

れとの成果も含めて教えてください。 

澤口 
職業安定部長 

ありがとうございます。 

 まず、正社員の就職件数ということで申し上げますと、ここに掲げているよ

うに１万七千云々とありますが、目標との関係の進捗率でいいますと大体４

６％ということで、そういう意味でいうと、やはりまだまだ足りないというの

が今の状況だというふうに認識をしております。 

 一方、キャリアアップ助成金のほうの転換件数については、こちら、数を見

ていただいておわかりのように、キャリアアップ助成金の活用が非常に増えて

おります。２７年度の１年間の支給実績が大体１,４７０件ほどだったんです

が、今年度、もう既に１,５００件ということで、ここは非常に活用が伸びて

いますし、キャリアアップ助成金の活用の中身について見ますと、正社員転換

に非常に多く使っていただいているということで、こちら、実績が伸びている

ということであります。 
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 また、その下の求人数については、雇用情勢が非常によくなっていますので、

求人数は非常に増えているということではありますが、先ほど申し上げたよう

に、就職件数ということで申し上げた全体層の求職者数が減っているというよ

うなこともあって、苦戦をしているというような状況であります。 

 ただ、後ろの項目のハローワークの取り組みのところで述べましたように、

求職者数が減っているので就職件数実績が減っていますと言っていたのでは

いかんだろうということで、やはりまだまだ正社員就職を希望されている求職

者の方が窓口に来られているというのが現実でありますので、少し丁寧にやっ

ていこうかなと。 

 現場の窓口の状況を見ますと、やはり雇用情勢がよくなって、求人がそれな

りにあるものですから、非常に条件の精査を、求職者の目も厳しくなっている

というような声を聞いていまして、できればもっといい条件のものを探したい

というようなニーズがあるというふうに現場からは聞いておりますけれども、

そういう中で、いろいろ我々も情報提供をさせていただいて、やはり正社員の

この職種の状況からすると今の求人状況の相場はこうなんですよとか、いろん

なこちらからアドバイス、支援をする部分もたくさんあるんだろうというふう

に問題意識を持っていますので、そういった支援もしながら、できるだけ正社

員就職に結びつくように努力をしていきたいというふうに思っております。 

 そのほか、実績はおおむね順調かなと思っておりまして、ここに書いてあり

ませんけど、若者のユースエール認定企業も今年度の目標１０社ということで

すが、今のところ５社ということで、半分過ぎて半分の実績ということではあ

りますけれども、こちらも積極的にもっとＰＲをしていかないといけないのか

なと思っておりますので、その辺、また積極的に取り組んでいきたいというふ

うに思っています。 

那須会長 よろしいでしょうか。 

 では、他にいかがですか。 

 どうぞ。 

板垣委員  私もそこのページで。 

 済みません、労働者委員の板垣でございます。 

 来年から有期雇用者の無期雇用転換を……。来年からでしたかね。 

安藤雇用環境・

均等部長 

平成３０年ですね。 

板垣委員 ３０年でしたか、ごめんなさい。５年経過の人を進めるということなんです

が、雇用の安定を図れても、なかなか待遇面での改善がされませんから、無期

雇用の転換をする際に正社員への転換を勧めるとか、そういう企業への要請を

するとか、企業への応援をするとか、そういうことを今後考えていただければ

どうなのかなというふうに思いますが、その辺のことについて少しお話をいた
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だければと思います。 

安藤雇用環境・

均等部長 

雇用環境・均等部長でございます。 

 正確に申し上げると、労働契約法のおそらく５年転換の請求権が具体的に発

生する時期というお話だったと思いますので、それは平成３０年４月でござい

ます。 

 それに向けまして、やはり私どもも、まず、正社員に転換していただくとい

うのが筋であろういうふうに考えておりまして、キャリアアップ助成金、こう

いったものを活用していただいて、正社員への転換の道がありますよというよ

うな形で周知をさせていただいているというのがまず一つ。 

 それに加えまして、当然ながら、平成３０年４月からそういった形で請求権

が発生するということについて、まだ事業主さんのほうで知らないという可能

性もありますので、そこは徹底的に周知を図っていくというもう一つの柱。 

 それに加えまして、現在、有期特措法に基づきます、具体的に言いますと２

４ページの資料で、ちょっと私、割愛をさせてお話をさせていただいたんです

けれども。 

 ２４ページの資料の上半期の実績のところの３点目のところでございます。

労働契約法に関するルールの周知徹底ということで、説明会での周知。先ほど

もちょっと触れましたキャリアアップ助成金の利用勧奨。また、広報誌、労使

団体だとか公共団体への周知、広報。また、有期契約者が多い業種を、狙い撃

ちという言い方も変でございますけれども、そういった業種を対象に積極的な

周知を行うということ。また、これに加えまして、有期特例措置法というもの

がございまして、１種が、１種、２種って何ですかということなんですけど、

１種が高度技能者の方で、高度技能者の方については、５年ルールというのの

適用を緩和しましょうというルールになっています。２種は、高齢者の方です。

要は定年以降の、いわゆる６０歳以降の方に対する特例措置でございますけれ

ども、こういった措置について積極的に周知をしていくというような形で考え

ておるところでございます。 

那須会長 よろしいでしょうか。 

 ほかにございませんか。まだ議論をする時間はございますので。 

 どうぞ。 

持田委員  ご説明ありがとうございました。労働側委員の持田と申します。 

 私、安全のことについてちょっとお伺いしたいというか、お願いをしたいこ

とがありまして、２７ページのところに、非常に社会福祉施設等々の災害が多

いということで、転倒防止等々のパンフレット等も活用しながらやるというよ

うなことでございましたけれども、一方で、２７ページ目のところにもありま

すように、高齢者対策という部分で、先ほど、初めのほうのページだと思いま

すけれども、生涯現役でというような動きもございます。 
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 このことを考えると、やはり６５歳を超して、あるいは７０歳を超して仕事

をされる方に安全に仕事をしていただくための働きかけといいますか、そうい

うものが必要じゃないのかなというふうに思っています。実際、事業場等々で

見てみると、かなり高齢の方が働かれている中で、労働災害もたまたまという

か、散見されるような状況でございますので、ぜひその点をお願いしておきた

いなというふうに思います。 

 以上です。 

小城労働基準部

長 

ご指摘につきましては、真摯に取り組ませていただきたいと思ってございま

す。 

 とりわけ高齢者が今後増えていくであろうという中で、特に体力が必ずしも

若年あるいは壮年労働者に比較して強くないという状況の中で、本人もまず体

力の限界を知るということも必要であろうと思いますし、事業主側におかれて

も、高齢者にどのように配慮した働き方をさせてもらうことが必要なのかとい

うことも含めて周知、啓発をしていくことがまず第一だろうと思ってございま

す。その上で、個別の安全性対策まで踏み込むということが必要かと思います

ので、今後の課題として、また我々も重点的に取り組みたいと思ってございま

す。 

那須会長 ありがとうございました。 

 そのほかございませんか。使用者委員のほうで何か。どうぞ。 

柴委員 使用者委員の柴でございます。 

 私からは１点お尋ねしたいんですが、説明いただいたパワポの資料の１６ペ

ージのところでございますが、自治体と一緒になった雇用対策の推進というこ

とで、右側の上半期の取り組み、実績ということで、例えば２つ目の項目でご

ざいますが、一定的実施施設による就労支援ということで、就職件数が１,９

４１件ということで、かなりの成立というか、そういった成果が上がっている

と。その下の生活保護受給者等就労自立促進事業というところにおいても、就

職件数が１,９８６件ということになっています。 

 しっかりそういった取り組みをされている結果がこういう形で出ているの

だろうなというふうに評価をさせていただく一方、もう一方の資料で行政運営

方針というところを拝見いたしますと、一体推進事業というものが行われてい

る自治体というのが、２６年度ぐらいまではかなり増えてきておりますけれど

も、２７年度以降、若干拡大基調にないというのは、どのあたりに制約条件と

いうのが出てしまっているのか、あるいは、今後、何かそういった対象が今年

度以降拡大していくような計画があるのか、そのあたりをお伺いしたいと思い

ます。 

澤口 
職業安定部長 

ありがとうございます。 

 設置箇所については、これで打ちどめということではなくて、基本的に自治



26 
  

体の要望を踏まえて、自治体から要望があれば対応していこうというようなス

タンスで取り組んでいるところでございます。 

 若干スピードは衰えましたけれども、基本的に我々としては、自治体の要望

があればこういう一体窓口という対応は今後もしていきたいというふうに思

いますし、一体窓口ということでなくても、今、ご要望とかで幾つか聞くのは、

自治体の窓口にぜひ巡回相談のような形で来てくれということで、例えば障害

のある方の就職相談にぜひ市役所に巡回するような形で来てくれというよう

な話もありまして、そういったのはハローワークから職員が出張っていって、

じゃ、相談しましょうというようなことも進めさせていただいているところで

ありますので、また自治体のニーズを踏まえながら、きちんと対応していきた

いというふうに思っているところでございます。 

那須会長 ありがとうございました。 

 よろしいですか。そのほかございますか。 

 どうぞ。 

柴田委員 使用者代表の柴田でございます。 

 ２点ほどお聞きしたいと思うんですけれども、まず、１０ページの高齢者雇

用のところでのグラフの指標なんですけれども、先ほど、高年齢者の雇用確保

措置はほぼ１００％に近いということだったんですけれども、片や、希望者全

員、６５歳以上まで働ける企業というのがまだ７３％台ということで、この定

義づけの差がよくわからなかったというところで教えていただきたいのが１

つと。 

 あと、全員参加型の社会のところで、若者の活躍推進、６ページ目なんです

けれども、いろいろとセミナー等の開催を計画されているということなんです

けれども、とはいえ、やはりミスマッチといいますか、一旦就職したけれども、

やはりこの企業には向かなかったのかとか、いろいろと不幸にして合わなかっ

たという事例もあろうかと思います。そういった事例をぜひ。 

 これは雇用者側、労働者側双方の意見を聞いて、あるいは専門家の意見も聞

きながら、どういったところに問題があったかということを掘り下げて、次の

計画にぜひ生かしていただけたらいいのかなと思いますので、よろしくお願い

いたします。 

澤口 
職業安定部長 

 ありがとうございます。 

 高齢者のところは、雇用確保措置のところは６５歳までと書いてあって、下

が６５歳以上ということで、６５歳のところの位置づけとか、そういったよう

なお話でよろしいでしょうか。 

柴田委員  ６５歳以上までということは、６５歳までは働ける仕組みがある企業という

ことですか。 
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澤口 
職業安定部長 

はい。上の確保措置は、法律上６５歳までとなっておりますので、ぎりぎり

６５歳のところは上の確保措置ということに入っておりますし、希望者全員が

６５歳まで働ける企業ということですと、下の割合のところにも入ってきてい

るというようなカウントになっております。 

柴田委員 わかりました。 
澤口 

職業安定部長 

それから、２点目のお話でありますけれども、ご提案のところはごもっとも

だと思います。 

 いろいろ我々も若者の就職支援ということで取り組んでいるところであり

ますけれども、今回の若者雇用促進法の取り組みにしてもそうですが、やはり

働く側の若者へのアプローチも必要ですし、企業側へのアプローチも必要だと

いうことでありますので、事例というようなお話がありましたけれども、我々

のほうもいろいろ情報収集をしながら、労使の皆さんにも情報提供を差し上げ

ながら、いろんなご意見をお聞きしながら、また対策を進めていきたいという

ふうに考えているところでありますので、今後ともよろしくお願いしたいとい

うふうに思います。 

那須会長  ありがとうございました。 

 私、質問したいんですけど、ここでいう高齢者というのは、何歳からのこと

をいっているんでしょうか。 

 一応人口統計では、高齢者というのは６５歳以上ですね。６５歳までは生産

年齢人口に入っているんです。ですから、高齢者というときに、もし６０歳か

ら６５歳ぐらいを高齢者と表現するならば、それはちょっとどこかに書いてお

かれたほうがよろしいかと思いますが、皆さん、いかがでしょうか。ちょっと

気になったところです。 

澤口 
職業安定部長 

わかりました。今後とも留意したいと思います。 

 我々の支援施策上、いろいろ場合分けをしてある場合がありまして、例えば

ハローワークの就職支援ということで、求職者への支援ということでいうと、

大体５５歳以上のところをよく高齢者というような言い方をしてしまう場合

が多いんですけれども、ここであります雇用確保措置とか、企業側にそういう

雇用継続の制度を入れてもらうといったときには、６０歳以上のようなところ

を定義づけしていますので。 

 済みません、いろんな施策によってその辺のイメージが違っている部分があ

りますので、今後、また資料とかをご説明するときには、注意をさせていただ

きたいというふうに思います。 

那須会長 済みません、よろしくお願いします。 

 ほかにございませんか。公益者のほうから何かありませんか。どうでしょう

か、使用者のほうは。あるいは、労働者代表のほうはいかがでしょうか。 

 どうぞ。 
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柴委員 済みません、大変細かい質問で恐縮なんですけれども、パワポの資料の６ペ

ージのところでございますけれども、わりと就職環境というのが非常に恵まれ

ているという中にあって、就職内定率の特に高卒の方の７３.７％ということ

で、３割弱ぐらいの方がまだ内定を９月末の時点では受けていないという数字

ですけれども、これは最終的に卒業のときまでにはほぼ１００％に、前年の実

績等から見るとそこまで到達するのか、あるいは、こういう中から不本意なが

ら非正規というところに最初から入ってしまうのか、そのあたりの感覚という

か、実際には心配は要らないんですということなのか、その辺も実績等から教

えていただきたいなと思っています。 

澤口 
職業安定部長 

結論的に言いますと、最終的に３月末の卒業される時点では、ほぼ９９％を

超えているような状況であります。 

 この７３.７％は９月末の数字なんですけど、９月１６日から選考が開始さ

れて、９月末までの２週間ほどの期間での内定率ということでありまして、全

国的な数字を見ても、かなりトップテンに入るぐらいの高い数字ということで

ありますけれども、いずれにしても３月までには、当然、我々としては１００％

に持っていくということを狙って個別支援も含めてやっておりますし、現実、

今までの実績も９９％を超えているような状況ではありますが、今年度もきち

んと１００％に向けて取り組んでいきたいというふうに思っております。 

那須会長 ほかにございませんか。 

小野委員 公益委員の小野でございます。 

 質問なんですけれども、２６ページの外国人労働者、とりわけ技能実習生を

使用する事業場に対する監督指導という部分ですけれども、ここに関連諸機関

との連携で相互通報を実施していますと、そこで入管とあって３７件とありま

すけど、これ、具体的に入管との間でどのような情報のやりとりをして、それ

が現実に、その労働者あるいは技能修習生の監督指導にとってどういう有益な

指導の根拠になっているのか、具体的にお聞きできればと思いますが。 

小城 
労働基準部長 

入管との関係で申し上げますと、例えば私どもが事業場へ出向いたときに、

外国人労働者あるいは技能実習生等において、労働基準法等に関する違反があ

ったといった場合につきまして通報することとなります。そうした場合に、入

管は入管の立場から、今度は入管関係の法令違反等がないかというような形で

また立ち入りをすると、その結果がまたバックされてくると、こういうような

相互通報の仕組みとなってございます。 

 入管が独自に立ち入りをしたときに、入管法上は特段の問題はなかったけれ

ども、労働基準法上、例えばサービス残業の疑いがあったというようなことが

あれば、また私どものほうへ情報が提供されて、我々がまたそれに応じて事業

場へ立ち入って指導すると、こういったようなやりとりを繰り返していくとい

う形になります。 
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 したがって、それぞれのつかさつかさの権限をどうやって行使するかという

ことはおのおの異なりますけれども、その対象としている労働者の保護という

面でどのようなアプローチをするかと。それぞれの入管の側、それから労働基

準監督機関の側からのアプローチをしていくと、こういうような対応になって

ございます。あわせて、場合によっては、合同で立ち入るということもござい

ます。 

小野委員 相互通報がかえって外国人労働者の労働関係上の保護を潜在化させるんじ

ゃないかということを非常に恐れるわけですけれども、実際問題、私どもが入

管に収容されている労働者から呼ばれてというか、ＳＯＳが出て、行くと、や

っぱりお金が払われていないとか、少なくとも、入管が入って、検挙した最終

月の給料が払われないで、そのまんま、その形で帰っているというのがおそら

く一番多いと思うんですよね。 

 そうすると、おそらくそういう事態を避けるためには、とにかく労働をつか

さどる場面と、そういう滞在をという場面の、もろ刃のといいますか、かえっ

て潜在化させるのではないかなと、非常に今、お話を聞いてもちょっと怖いよ

うな印象を持ちました。 

小城 
労働基準部長 

まず、私どもが入管に情報提供をする場合、違反があったから全て、何でも

かんでもということにはなりません。当然、今、お話がありましたように、例

えば外国人労働者の保護に場合によっては問題を生じかねないというような

場合については、外国人労働者にまずその意思を確認するということも当然ご

ざいます。場合によっては。申告等の場合は特にそうでございます。 

 また、今、お話があったように、例えば賃金が払われずに帰国をせざるを得

ないというようなことがあったとしても、賃金債権はそのまま残っているわけ

でございますので、監督署としては、できるだけ賃金が支払われるように、い

わゆる労働者の権利救済のための申告といった形での対応をすることもござ

います。 

 ですから、そこは連携の仕方がもしかしたら不十分になっているのかもわか

りませんので、そのあたりは、もしそういう事案がありましたら私どもにも情

報提供をいただければ、我々もできるかと思います。 

 ただ、少なくとも法令違反があったことをもってして、例えば、今、お話の

ような問題が顕在化するということであれば、私ども、もうちょっと実態は細

かく見てみたいとは思いますけれども、できるだけそういうことにならないよ

うに配慮はしているところではございますけれども。 

熊田委員 今の議論を聞いて。 

 公益委員の熊田です。 

 私たち、弁護士なので、末端の、しかもいろんな検挙された状態の人と会う

ことが多いので、送還される方。 
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 まず、外国人のところでいくと、そもそも、受け入れる。いろんな事情でい

らっしゃる人もいると思うんですよ。今の、要するに就労資格を持たずに入っ

てきちゃう人もいると思うんですけど、特に実習生とかを受け入れるところだ

と、そこの事業場自体がきちんとした、つまり実習生なら実習生なりの資格が

あるのかと。 

 今、問題になっているのは、残業も残業もだけど、賃金の金額が問題になっ

ている。あるいは、寮と称してピンはねをするとか、そういうことが問題にな

っているとすると、むしろ労働行政としては、きちんと企業が受け入れている

のか、そういうところが受け入れ対象になっているのかとか、そういうところ

について。要するに、元ですよね。 

 まず、行政としては、その辺のところ、特にここ、愛知県内ですので、製造

業とかいろいろあると思うんですけど、やっぱりその辺のところについてきち

んと監督というか。新聞なんかによると、どこか元があって、いろいろあっせ

んするんですよね。だから、そういうところがきちんとしていらっしゃるかど

うかとか、そういったようなところについてはどうなっているんでしょうか。 

小城 
労働基準部長 

 いわゆる管理団体のお話かと思います。例えば、ＪＩＴＣＯといったような

ところと一緒に指導するということもございますが、管理団体に対してはそう

いったような、我々としても関係法令は当然遵守してもらわなきゃいけないと

いうことで、周知はさせていただいています。 

 昨年、２７年度に一宮等のほうで、こちらとしては送検をさせていただいた

例がありますけど、それは管理団体が、今お話しのように、事業場側にいわゆ

る違法措置、違法な対応について指南をしていたというようなことで、立件を

したりとかという形にしてございます。 

 ただ、管理団体だけをターゲットにという形での取り組みというのは、まだ

ＪＩＴＣＯと一緒に連携をしている段階でございまして、必ずしもそれだけを

もとに何か対応するとなると、例えば集団指導のような周知とか、そういう対

応に今なっているのが実態でございます。 

那須会長 よろしいでしょうか。 

 ほかに。  
今原委員 今原でございます。 

長時間労働についてお願いというか。 

 今日のトップニュースにもありましたように、某企業が調査というか検査を

受けておりますが、実はああいう事件等はＰＲ的には非常に、いいことではな

いんですけれども、世間の方が８０時間以上労働は大変なんだということを知

る上では、新聞等もいっぱい書きますし、そういう意味では関心が非常に高く

なっているなという気がしております。 

 それで、きのうの電話相談、９１件の方の相談があったということで、もち
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ろん、これもいろんなそういう厳しい労働条件、厳しい労働環境についての訴

えだと思うんですけれども。 

 月間で、今、いろいろ啓発活動とかをやってみえるようですけれども、お願

いというのは、電話相談でこうやってやってくれるのは、これだけたくさんあ

るということは、平素も気楽にそういうことを言える環境といいますか、例え

ばどこへ行ったらいいというか、どこへ電話をしようというのも、もちろんそ

れは啓発活動の話でしょうけれども、もっと折に触れ、こういうところへご相

談ください、こういうところに電話をくださいみたいな等々も、今のこの時期

だからぜひやっていただきたいなというふうに考えております。 

小城 
労働基準部長 

ありがとうございます。 

 今、監督署のほうが、例えば安定所と比べたら認知度が一般的には低いとい

うようなこともありますので、できるだけ我々の窓口というのを周知するよう

にというふうに努めたいと思っております。 

 ホームページなども含めて今やってはおりますけれども、引き続きそういっ

た対応をさせていただきたいと思いますし、また、そういう窓口があるという

こともあわせて周知できるようにということで、今回のような取り組みも月間

の中でやらせていただいております。引き続き対応させていただきたいと思い

ます。 

那須会長 よろしくお願いします。 

 そのほかございますか。 

 どうぞ。 

石川委員  今、長時間労働の関係ですけれども、働き方改革の前から１つの重点になっ

てきているということですけれども、働き方改革に向けて、中小企業から意見

を聞いたところ、やはり長時間労働の場合、例えば建設業界ですと、ゼネコン

があって、下請の立場で納期がいついつまでだと、そういうことで追われてや

るケースもあるということでは、その企業だけじゃなくて、もう業界全体とし

てこういう問題を捉える必要があるんじゃないかという声も聞きますし、発注

業者がいつまで、納期がこうだと、やはりこの辺で追われるという声をよく聞

きますので、それでもうやむなく長時間労働をやらざるを得ないということを

聞きます。 

 やはり労働行政とは、監督する側とはちょっと視線が違うかもしれません

が、経産省の関係かもしれませんけれども、やはり全体でそういうような視点

も必要じゃないかなと思いますので、お願いします。 

小城 
労働基準部長 

 ご指摘のとおり、長時間労働等を解決しようとすれば、必ずしも事業主側の

努力だけで労務管理等が改善できるということではなくて、いわゆる取引条件

であったり、発注条件であったりと、そういったような取引慣行、もっと広く

言えば、我々の生活スタイルも含めた２４時間サービスを求めるような、その
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あたりからも含めて、いろんな問題があろうかと思ってございます。 

 そういった中で、例えば建設業であれば、国土交通省、あるいは愛知県、い

わゆる市町村等と連携してございますし、トラックであれば、陸運機関と荷主

を巻き込んだ取引環境の整備というようなことをどうしようかと、今、モデル

事業をやったりとか、中小企業であれば、下請たたきと俗に言われますけれど

も、下請たたきがあるようなものを排除するために中小企業庁と、これも共同

での対応をするという、情報提供も含めてやってございますけれども、そうい

った取り組みをさせていただいてございます。 

 いずれにしても長時間労働をなくすためには、労務行政だけでは問題は解決

しない。その根本のところは、どうしても重層下請構造であったりとか取引構

造にありますので、そちらを所管する関係機関とも引き続き連携して、少しで

も環境整備に、１つでも、１歩進むように取り組みを進めていきたいと思って

ございます。 

那須会長 よろしくお願いします。 

 ほかにございませんか。 

 どうぞ。 

柴田委員 先ほどの石川委員の意見に重ねてですけれども、私どもも建設業に身を置く

者として、先ほどのワーク・ライフ・バランスといいますか、長時間労働の削

減に向けた努力ということで、業界の中では一生懸命削減に向けた努力をして

いるんですけれども、いかんせん、請負業であるというところで、やはり発注

者からの要望には応えていかなきゃいけない。となると、今現状では、やはり

土曜日の作業というのが常態化しております。一部、国交省はじめ自治体発注

のものについて、週休２日制の現場も見えてはきているんですけれども、いか

んせん、やはり民間企業のほうにも適正な工期といいますか、そこを理解いた

だくような流れといいますか、そういう社会の雰囲気づくりを、ぜひ労働行政

からも支援をいただきたいということを重ねてお願い申したいと思います。 

小城 
労働基準部長 

今、お話のありました民間工事についての発注条件につきましても、これま

でも建設業関係の団体だけと一緒に、例えば発注機関への働きかけとかという

のもしてございます。 

 ただ、そういう中で、個別の発注者となりますと対象は非常に多くござい

ますので、なかなか一足飛びということにはなりませんけれども、また引き続

き、特に県や市とも連携して、そういったことを。発注者会議の中で、私ども

もそういったような現場の要望も伝えてございますので、そういった機会も含

めて対応させていただきたいと思います 
那須会長  このことに関しては、今日は声は強いようですので、どうぞよろしくお願い

します。 

 ほかにございますか。同じ件でも、同じことについてでも構いませんけど。 
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 よろしいでしょうか。 

 最後に、それでは、私から２点だけ確認させてください。 

 パワーポイントの９ページですけれども、身体障害者、知的障害者、精神障

害者というのは、これは何かそういう手帳を持っている人のことでしょうか。 

澤口 
職業安定部長 

そういうことでございます。 

 
那須会長 何か障害者に対しては、平成３０年度からですか、一定の率がかかってくる、

目標値のようなのがかかってくるということでしょうか。 

澤口 
職業安定部長 

３０年からです。 

 今、法定雇用率を算定する場合に用いているのが、身体障害者の方と知的障

害者の方の働いている障害者の方、それから働ける障害者の方をベースに法定

雇用率を決めていまして、それが今、２％ということなんですけれども、その

法定雇用率を計算するベースに、今度、精神障害者の方も入れていこうと。 

 動きとしては、そうすると、法定雇用率が少し上がっていくのではないかと

いうことでありますけれども、平成３０年４月１日からそういう形になってい

くというような、先般の法改正でそういった動きになっているということでご

ざいます。 

那須会長  精神障害者も普通の人と一緒に働くということでしょうか。 

澤口 
職業安定部長 

今までの雇用率と同じように、普通の民間企業で、雇用で働いていただくと

いうことであります。 

那須会長  働くという、そういうことですね。わかりました。ありがとうございます。 

 それから、もう一つ、リスクアセスメントのことですね。このパワーポイン

トでいくと１４のところなんですけれども、事業主のほうでリスクアセスメン

トをするときには、ＳＤＳを参考にしているところが多いと思います。 

 ＳＤＳは６４０化学物質ぐらいを目標としているんですけど、ＳＤＳが６４

０もないという話を聞いたんですけど、その辺はどうなっているんでしょう

か。だから、ＳＤＳがなくて、なかなかアセスメントができないという声も聞

こえるんですけれども。 

小城 
労働基準部長 

今、ご指摘のとおり、６４０物質が対象となってございます。 

 ただ、今のお話、私、まだ今把握してございませんでしたので、事実関係を

ちょっと確認させていただきたいと思います。基本的に、これ、義務づけをさ

れてございますので、義務づけをされている中でＳＤＳの普及度合いはどのよ

うになっているかというのは把握させていただきたいと思います。 

那須会長 もしまだないようでしたら、やはりまずＳＤＳがないとどうにもならないの

で、ぜひ急いでいただきたいと思います。 

 私からは以上です。 

 ほかにないでしょうか。 



34 
  

 もしないようでしたら、今日の議題の１を、皆さんから活発な意見をいただ

きまして、ありがとうございました。 

 議題１については、以上で終了させていただきたいと思います。 

 続きまして、議題２のその他に入ります。 

 こちらでは、議題として特には設定はしておりませんが、委員の方、何かご

ざいますでしょうか。 

 どうぞ。 

今原委員 資料をいただいた中に、資料３に平成２８年度補正予算により制度化された

助成金という資料をいただいたんですけれども、簡単でいいんですけど、この

特徴とか、先ほども一部ありましたけれども、非常に効果のある助成金もあり

ましたし、今度の新規の制度を含めて、ちょっとだけでもご説明いただけると

ありがたいなと思います。 

澤口 
職業安定部長 

それでは、まず、右肩に番号が振ってあるんですかね。 

 まず、最初の労働移動助成金は、これは失業なき労働移動の支援ということ

で、もともとある助成金の加算措置ということで、会社が教育訓練施設等に委

託をして訓練する場合の助成金の加算措置等をやるという、若干のマイナーチ

ェンジということでございます。 

 めくっていただきまして、２ページ目のところが、これが新しい助成金でご

ざいます。高齢者雇用のお話もさせていただきましたけれども、法律上は６５

歳までの雇用継続ということになっていますが、これから生涯現役社会という

ことで、６５歳を超える部分も進めていかないといけないということでできた

助成金でございます。 

 支給額のところにありますように、６５歳への定年引き上げ１００万円、６

６歳以上への定年引き上げか定年の定めの廃止といったのは１２０万といっ

たところで、制度導入に伴う措置に対してこれだけ助成金が出ると、新しい助

成金でございます。 

 それから、３ページ目のところが、これは途中、新聞記事等でごらんになっ

た委員の皆様もいらっしゃると思いますけど、今ある雇い入れ助成金につい

て、生活保護受給者の方の雇い入れ助成もメニューとして加わったというよう

なものでございます。 

 それから、大きなところといたしましては、７ページ目のところでございま

す。 

 先ほどもご説明の中で申し上げましたキャリアアップ助成金ということで、

これは、近年、非常に活用が進んでいるものであります。特に、先ほどの話の

補足で言いますと、一番上の正社員コースというのがありますけれども、現状、

全体の支給実績の６割から７割は、この正社員コースで活用いただいていると

いうような状況でありますけれども、この補正予算に伴って新しいメニューと
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してできましたのが、非常にちっちゃい字で申しわけないですけど、一番下の

３の処遇改善コースという囲みがあると思うんですけれども、ここの①に賃金

規定等改定というのがございます。それで、黒ぽつが２つほどあって、その下

にちっちゃく米印で、中小企業において３％以上賃金を増額した場合というよ

うなものがございます。ここが補正で措置をされたものでございまして、要は、

今般の最低賃金も上がったということで、中小企業が３％以上増額をした場合

についての加算措置を今回の補正予算でまた改めて対応したというものと、そ

の下の③に、短時間労働者の労働時間延長というのがございます。こちらもい

ろいろ記事となってございますけど、例の社会保険適用の拡大ということで、

短時間労働者の方の時間延長をして、新たに社会保険に適用した場合の対応と

いうことで、こちらも新たに助成金のメニューとして、この補正予算から開始

されるというような動きになっておるところでございます。 

 とりあえず、以上でございます。 

那須会長 よろしいでしょうか。 

 ほかに意見のほうから。何かご意見、ございますか。 

 ないようでしたら、マイクを労働局のほうにお返ししますので、よろしくお

願いします。 

事務局 それでは、事務局よりご連絡を申し上げます。 

 本年度の第２回の審議会でありますが、３月を開催の予定としております。

委員の皆様方につきましては、年明け早々にまた日程調整の連絡をさせていた

だきたいと思っておりますので、よろしくお願いをいたします。 

 なお、本日の議事録につきましては、作成次第、那須会長をはじめ署名委員

の皆様にお届けしたいと思っておりますので、よろしくお願いをいたします。 

 事務局からの連絡事項については以上となります。よろしくお願いいたしま

す。 

那須会長 それでは、本日の審議会を終了いたします。どうも皆さん、ありがとうござ

いました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


